
  

 

 
 

 

ゼロから考える「信用金庫のＳＤＧｓ
エスディージーズ

」 

―Ｑ＆ＡでみるＳＤＧｓの有用性― 

 

視 点 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）という言葉は、ほぼ日常的に新聞や雑誌等で目に触れるよう

になった。一方で、地域金融機関である信用金庫がＳＤＧｓに対してどう向き合っていくべきか、

という根本的な議題について考えようとすると、情報が氾濫する一方で、本当に必要な情報が手

に入りにくい状況にある。 

本稿は、これからＳＤＧｓへの取組みを本格化する信用金庫などを対象とし、Ｑ＆Ａ形式で、

難解な専門用語は可能な限り排しながらＳＤＧｓについて解説する。また、信用金庫役職員の間

でＳＤＧｓに対する理解者を少しでも増やすことを目標とする。 

 

要 旨 

 ＳＤＧｓを用いて環境問題や貧困問題などを解決しようという熱意が国際的に強いことを

踏まえると、ＳＤＧｓは、今後、さらに定着していく可能性が高い。また、仮に「ＳＤＧｓ」

という言葉が定着しなかったとしても、ＳＤＧｓが提唱する「持続可能な社会の実現」とい

う理念自体が廃れることはないと考えられる。 

 信用金庫は、①設立の経緯、②協同組織性、③経営理念などの点で、ＳＤＧｓが目指す「誰

一人取り残さない」社会の実現を体現しており、ＳＤＧｓの導入によってこれらを再確認す

るという意義は大きい。また、ＳＤＧｓを用いて、信用金庫の良さをより広くにわたって理

解してもらえる機会である。 

 ＳＤＧｓを導入するにあたっては、「①ＳＤＧｓの理念の共有、理解」「②自社の事業とＳ

ＤＧｓを紐付け（マッピング）し、目標を設定」「③取組みの評価と、成果の対外公表」の

順番で進めていくとよい。特に①と関連し、職員への浸透が最も大きな課題といえる。 

 ＳＤＧｓ導入後、進めていくための方法の１つとして、「高い目標を最初に置いて、手段は

後から考える（バックキャスティング）」がある。高い目標を達成するには１つの信用金庫

の力だけでは不十分であり、他の金融機関や地方公共団体、大学などの研究機関など、問題

意識や目標を同じくする組織との連携が必要となろう。 

キーワード 

 信用金庫 ＳＤＧｓ 持続可能な開発目標 協同組織性 理念の共有、理解 ＳＤＧｓマッ
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Ｑ２．ＳＤＧｓは一時的な流行にすぎないのでは？ 

Ｑ３．ＳＤＧｓと信用金庫との親和性は？ 

Ｑ４．信用金庫の取組みについて、あえてＳＤＧｓを用いて説明する意味はあるのか？ 

Ｑ５－１．ＳＤＧｓをどのように自金庫内に導入すればよい？ 

Ｑ５－２．ＳＤＧｓの理念を金庫内で共有していくためにはどうすればよい？ 

Ｑ５－３．自社の事業とＳＤＧｓのマッピングの方法は？ 

Ｑ５－４．ＳＤＧｓの取組みの評価と成果の対外公表はどう進めればよい？ 

Ｑ６．「ＳＤＧｓ宣言」をしたものの、その後の進展がない。今後、どう発展させていけばよい？ 

おわりに 

付論：図表４「信用金庫の取組みとＳＤＧｓとの対応表（一例）」についての解説 
  

はじめに 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）という言葉は、ほぼ日常的に新聞や雑誌等で目に触

れるようになった。信用金庫においても、すでにＳＤＧｓ宣言を行うなど、ＳＤＧｓに

対して前向きに取り組んでいるところが増えてきている。 

しかしながら、地域金融機関である信用金庫がＳＤＧｓに対してどう向き合っていく

べきか、という根本的な議題について考えようとすると、思いのほか使いやすい情報が

少ないことに気づく。例えば、インターネット上で「ＳＤＧｓ金融」などをキーワード

にして調べると、各省庁や国際機関、民間を含めて情報が氾濫しているうえ、横文字や

英語の略称も多く、一から学ぼうとする役職員が理解するのは並大抵のことではない。

現状、残念ながら、全ての信用金庫がＳＤＧｓに対して積極的に取り組んでいるとはい

いがたく、また、すでにＳＤＧｓへの取組みを始めている信用金庫においても、一般の

職員にまでＳＤＧｓの意義を浸透させるには苦労しているとの声も聴かれている。この

背景には、上記のような「情報が氾濫する一方で、本当に必要な情報が手に入りにくい」

状況があるといえるのではないだろうか。 

そこで、本稿は「ゼロから考える『信用金庫のＳＤＧｓ』」と題し、これからＳＤＧ

ｓへの取組みを本格化する信用金庫や、ＳＤＧｓ宣言を行うなど取組みは始めたものの、

その後の展開をどう進めればよいか試行錯誤している信用金庫を対象とし、Ｑ＆Ａ形式

で、難解な専門用語は可能な限り排しながらＳＤＧｓに関する解説を行う。その過程で、

信用金庫がＳＤＧｓに取り組む意義について、その歴史的背景などを踏まえた考察を行

い、ひいては、信用金庫役職員の間でＳＤＧｓに対する理解者を少しでも増やすことを

目標としている。  
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Ｑ１．ＳＤＧｓとは何か？  

Ａ１： 

 ＳＤＧｓとは、国連が2015年に採択した「Sustainable Development Goals（持続可能

な開発目標）」の略称であり、貧困や飢餓、保険医療、環境など17の分野について2030

年を期限として定めた目標（ゴール）を指す（図表１）。目標達成を通じ、持続可能で

多様性と包摂性のある「誰一人取り残さない（No one will be left behind）」社会の

実現を目指している。 

17の目標は、169項目のターゲットから構成されている。ＳＤＧｓについて理解を深め

るためには、17の目標だけを読むのではなく、やや手間はかかるが169項目のターゲット

全てに目を通したほうがよい。17の目標は「８．働きがいも経済成長も」や「３．すべ

ての人に健康と福祉を」などやや漠然としていることが多いが、169のターゲットは「8.1 

各国の状況に応じて、１人当たり経済成長率を持続させる。特に後発開発途上国は少な

くとも年率７％の成長率を保つ。」や「3.9 2030年までに、有害化学物質、ならびに大

気、水質及び土壌の汚染による死亡及び疾病の件数を大幅に減少させる。」など具体的

な目標を示しているため、ＳＤＧｓが求めている「持続可能性」「多様性」「包摂性」

などについて、より理解しやすくなると思われる。本稿の末尾に、17の目標と169のター

ゲットを合わせて掲載するので、是非一読されたい。 

（図表１）ＳＤＧｓが掲げる 17 の目標 

 
（出所）国際連合広報センターホームページ 
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Ｑ２．ＳＤＧｓは一時的な流行にすぎないのでは？ 

Ａ２： 

ＳＤＧｓについて、単なる流行に過ぎないとの見方も一部ではいまだに存在する。し

かし、ＳＤＧｓは、少なくとも当面の間は、さらに定着していくものと考えられる。理

由としては、国際的に、2030年までに環境問題や貧困問題などを解決しようという強い

取組みが各方面で行われていることが挙げられる。2019年にはＳＤＧｓとパリ協定1とい

う２つの国際協定を指針とする責任銀行原則（ＰＲＢ2）が策定されるなど、金融機関も

例外なく、ＳＤＧｓへの取組みが求められるようになってきている。 

また、日本政府もＳＤＧｓを通じて、地域創生の実現などを達成するべく積極的に取

り組んでいる。日本政府は、2016年５月にＳＤＧｓ推進本部（内閣総理大臣が本部長、

全閣僚が構成員に就任）を設置し、同年12月にはＳＤＧｓ実施指針を作成。2019年には

同指針を初めて改定するとともに、2020年のＳＤＧｓ推進のための具体的施策をとりま

とめた「ＳＤＧｓアクションプラン2020」を決定するなど、積極的に取り組んでいる。

金融庁も、2020年に更新した「金融行政とＳＤＧｓ3」の中で「地域金融機関が顧客のニ

ーズを捉えた付加価値の高いサービスを提供することにより、安定した経営基盤を確保

する取組み（「共通価値の創造」）は重要であり、これは、民間企業も社会的課題解決

を担う主体と位置付けるＳＤＧｓの考え方と軌を一にするもの」と指摘している。 

また、仮に「ＳＤＧｓ」という言葉が定着しなかったとしても、ＳＤＧｓが提唱する

「持続可能な社会の実現」という理念自体は定着することとなろう。気候変動、貧富の

差の拡大、高齢化の進展など、環境、経済、社会を取り巻く環境変化の中で、持続可能

な社会を達成する必要性はむしろ増大していくからである。 

 

Ｑ３．ＳＤＧｓと信用金庫との親和性は？ 

Ａ３： 

信用金庫は、①設立の経緯、②協同組織性、③経営理念などの点で、ＳＤＧｓが目指

す「誰一人取り残さない」社会の実現を体現しているといえる。 

①設立の経緯について、全国の信用金庫は、主として経済的困窮、災害、銀行撤退等

の金融事情などに対応するため、地元商工業者などの有志の手によって設立されたケー

スが多い。これらの設立の経緯は、まさにＳＤＧｓが提唱する「１．貧困をなくそう」

や「８．働きがいも経済成長も」「９．産業と技術革新の基盤をつくろう」「10．人や

国の不平等をなくそう」「11．住み続けられるまちづくりを」「17．パートナーシップ

で目標を達成しよう」と合致する（図表２）。信用金庫は、生まれながらにしてＳＤＧ

ｓの理念を体現しているといっても過言ではない。 

                         
1 2015 年に採択された、気候変動抑制に関する国際的な協定。温室効果ガスの削減を通じ、世界の気温上昇を抑えることなどを定

めた。 
2 国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱した枠組み。日本では、大手４行に加えて滋賀銀行が署名している。 
3 https://www.fsa.go.jp/policy/sdgs/FSAStrategyforSDGs_rev2.pdf 
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②協同組織性について、そもそもＳＤＧｓが「持続可能な社会の実現」を提唱した背

景には、現状の気候変動や貧富の差の拡大を放置するならば、将来の人間の生存すら脅

かされるという危機感がある。言い換えるなら「今さえよければよい」という現在世代

を中心とした考えから、次世代を重視する考えへと転換することを求めているといえる。 

こういった危機意識に対して、協同組織である信用金庫が果たせる役割は大きい。協

同組織の基本理念である「相互扶助」は、単に同世代内での相互扶助に限らず、次世代

へと世代を超えた相互扶助も含むと考えることができる。例えば、村本（2015）では、

信用金庫の内部留保について、「内部留保の蓄積は、次世代のためないしは次世代への

移転であり、いわば世代間相互扶助ないし異時点間の内部補助である」と指摘している。

また、品田（2019）は、信用金庫の利益剰余金について、「配当等の負担が生じず（中

略）現在や次世代の会員である中小企業や個人、ひいては地域に対して安定的に金融サ

ービスを提供するために活用される」と指摘している。信用金庫は、協同組織の理念の

体現を通じて、これまでもＳＤＧｓの理念に合致した経営を行ってきており、これから

も同様といえよう。 

③経営理念について、信用金庫が掲げている３つのビジョンである「中小企業の健全

な発展」「豊かな国民生活の実現」「地域社会繁栄への奉仕」は、ＳＤＧｓが唱える 17

の目標と一致している。同ビジョンは、地域の中小企業や地域住民など国民大衆の金融

の円滑化を図ることを通じ、地域社会の繁栄に奉仕するという経営理念を表したもので

（図表２）信用金庫の設立経緯とＳＤＧｓとの関連 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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あり、1968 年の「躍進全国大会」で打ち出されて以降、今日に至るまで受け継がれてい

るものである。 

 

Ｑ４．信用金庫の取組みについて、あえてＳＤＧｓを用いて説明する意味はあるのか？ 

Ａ４： 

世界共通の指標であるＳＤＧｓを使うことで、信用金庫の取組みについて、より多く

の人に知ってもらうチャンスである。前述した信用金庫の①設立の経緯、②協同組織性、

③経営理念などを知らない人に対しても、ＳＤＧｓの概念を用いて信用金庫を説明する

ことで、信用金庫の良さを理解してもらえる。 

具体的には、以下の効果が期待できる。①地方公共団体との連携強化。政府の働きか

けに応じて、地方公共団体は、今後、ＳＤＧｓを基軸とした政策を進めていくことが考

えられる。信用金庫もＳＤＧｓを標榜することで、これらの政策と連携することができ

る。②中小企業とのつながりの強化。中小企業にとってＳＤＧｓは、うまく活用できれ

ば自社の企業価値を高めることにつながる一方で、対応できなければ、最悪の場合、大

企業のサプライチェーンから外されたり、消費者から商品購入を忌避されてしまうリス

クも存在するとされる。いずれにせよ、中小企業でＳＤＧｓを導入する動きが広がる可

能性が高いと考えられよう。信用金庫は、取引先中小企業に先んじてＳＤＧｓに取り組

むことで、中小企業にＳＤＧｓへの取組みを促す役割が求められよう。また、融資する

際にも環境や地域への影響（インパクト）を考慮することで、中小企業を通じた地域活

性化を達成できる（ＥＳＧ融資）。③学生への訴求。学習指導要領に「持続可能な社会」

が盛り込まれるなど、今後、若い世代を中心にＳＤＧｓが浸透していく可能性が高い。

ＳＤＧｓへの対応は、今後、新卒採用をする際にアピールポイントの１つとなることが

考えられる。反対に、ＳＤＧｓに後ろ向きであると学生側が判断すれば、ほかの就職先

を優先してしまう可能性もあろう。 

 

Ｑ５－１．ＳＤＧｓをどのように自金庫内に導入すればよい？ 

Ａ５－１： 

企業への導入の指針としては、国連などが発行している「ＳＤＧ Ｃｏｍｐａｓｓ 

ＳＤＧｓの企業行動指針―ＳＤＧｓを企業はどう活用するか―」や、環境省が発行して

いる「すべての企業が持続的に発展するために―持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）活用

ガイド―」が詳しい（図表３）。 

２つの指針には相違点もあるが、共通していることは、冒頭に「①ＳＤＧｓの理念の

共有、理解」があり、次に「②自社の事業とＳＤＧｓを紐付け（マッピング）し、目標

を設定」があり、最後に「③取組みの評価と、成果の対外公表」の構成となっているこ

とである。この①～③を心がけて実行することで、自金庫内のＳＤＧｓへの取組みが進

められることとなろう。Ｑ５－２からＱ５－４では、これらの①～③について詳述する。 
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Ｑ５－２．ＳＤＧｓの理念を金庫内で共有していくためにはどうすればよい？ 

Ａ５－２： 

「①ＳＤＧｓの理念の共有、理解」は、最も重要である一方で、金融機関に限らず多

くの組織でいまだに達成できていない、困難な課題であるといえる。例えば、グローバ

ル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンと地球環境戦略研究機関が会員企業を対象に

2019 年に実施した調査によれば、ＳＤＧｓについて「経営陣に定着している」という回

答は 77％におよぶ一方で、「中間管理職に定着している」は 33％、「従業員にも定着し

ている」は 21％にとどまる4。 

ＳＤＧｓの理念を組織内の一般職員にまで浸透させていくためには、迂遠なようであ

るが、Ａ２～Ａ４で指摘したことなどを折に触れて周知徹底していくことが最も重要な

ことと思われる。浜松いわた信用金庫が日本銀行主催のワークショップ5で語ったことを

例に挙げると、同信金は、浜松・磐田の両信用金庫の合併にあたって、「ＳＤＧｓを経

営の根幹に据えることにしたが、ＳＤＧｓに取り組むに当たり、職員が腹落ちすること

が必要」と考えた。また、同金庫では、毎年、理事長が自ら経営計画や方針を職員に話

す機会を設けていたため、この機会を利用して、ＳＤＧｓの重要性や、同金庫が取り組

                         
4 グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン、地球環境戦略研究機関「2019 年度版「ESG 時代における SDGs ビジネス～日

本における企業・団体の取り組み現場から～」http://www.ungcjn.org/sdgs/pdf/elements_file_2019.pdf 
5 日本銀行「SDGs/ESG 金融に関する金融機関の取り組み ～SDGs/ESG 金融に関するワークショップ（2019 年 6月開催）の模様～」

https://www.boj.or.jp/finsys/c_aft/data/aft200205a1.pdf 48 ページ 

（図表３）ＳＤＧｓの企業への導入指針 
 

ＳＤＧ Ｃｏｍｐａｓｓ               環境省 
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むべき理由についても説明をした。このような経営陣による積極的な働きかけの結果、

「ある回の質疑応答で、ある職員が『当信用金庫がＳＤＧｓに取り組むことは素晴らし

い。ＳＤＧｓは地域金融機関として当然に取り組むべきことであり、自分としても携わ

れることが嬉しい』と自分の言葉で滔々と意見を述べた」という。この例からもわかる

通り、ＳＤＧｓを金庫内に定着させるためには、経営陣から職員に対する積極的な情報

発信が不可欠であるといえよう。 

 

Ｑ５－３．自社の事業とＳＤＧｓのマッピングの方法は？ 

Ａ５－３： 

「②自社の事業とＳＤＧｓの紐付け（マッピング）し、目標を設定」することについ

ては、決まった進め方があるわけではない。また、マッピングによって作成される「Ｓ

ＤＧｓマップ」についても、決まったひな形があるわけではない。 

まずは、信用金庫が日ごろから行っている取組みが、ＳＤＧｓのどの項目に該当する

かをチェックする必要がある。ただし、個別の信用金庫ごとに取組みは若干異なってお

り一概には言えないことから、本稿では、信用金庫が全国で行っている代表的な取組み

と、ＳＤＧｓが定めた 17 の目標（例：14）と 169 のターゲット（例：4.4）との関連性

について、図表４のようにマトリックス化してみた。マトリックス化にあたっては、便

（図表４）信用金庫の取組みとＳＤＧｓとの対応表（一例） 

 
（備考）信金中金 地域・中小企業研究所作成 
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宜上、信用金庫の取組みを大きく５つ（地域経済、地域社会、地域環境、人材、ガバナ

ンス6）に分類して作成した。それぞれの取組みとＳＤＧｓとの対応の根拠については、

分量の関係上、本稿稿末に参考として掲載するので、併せて参照されたい。もちろん図

表４で用いている５つの分類は一例にすぎず、必ずしも使用する必要はない。また、本

稿では「ＳＤＧｓウォッシュ7」を防ぐために該当する項目については厳格に判断してい

るが、これも絶対の基準ではない。各信用金庫においては、自分の取組みがＳＤＧｓの

どの項目に該当するのか、改めて検討してみることが望ましい。一度、各部門の取組み

を一覧にして、各取組みがＳＤＧｓのどのゴールやターゲットに該当するかをチェック

するのが、手間はかかるものの、結果的には近道になると思われる。具体的には、事業

計画にＳＤＧｓを組み込めば、紐付けと目標設定が同時に達成されよう。 

 

Ｑ５－４．ＳＤＧｓの取組みの評価と成果の対外公表はどう進めればよい？ 

Ａ５－４： 

「③取組みの評価と、成果の対外公表」について、取組みの評価は、事業計画を策定

した際のＫＰＩを採用することが考えられる。取組みの評価は、ＰＤＣＡサイクルのＣ

（チェック）に当たるものであり、実効性のあるＡ（アクション）を起こすためにも、

しっかりとしたチェックが欠かせない。 

また、成果の対外公表は、ＳＤＧｓを進めるうえでは重要である。ＳＤＧｓのターゲ

ット 12.6 では、「持続可能性に関する情報を定期報告に盛り込む」ことが奨励されてい

る。ディスクロージャー誌などを通じて、ＳＤＧｓに対する取組みを定期的に公表する

ことが求められている。 

なお、ＳＤＧｓはあくまで自主的な取組みなので決められた方式などはないが、取組

みを開始した場合はホームページ上などで「ＳＤＧｓ宣言」を公表するのが一般的であ

る。ＳＤＧｓ宣言をするにあたっては、自金庫の取組みをＳＤＧｓに紐付けしたＳＤＧ

ｓマップをつければ、自金庫がＳＤＧｓにどのように貢献しているかがわかりやすい。

ＳＤＧｓマップは、Ａ５－３で作成した図表４をそのまま使用してもよいが、同図表は

詳細ではあるもののやや複雑で視認性に欠けるため、図表５のようにより見やすい図を

作成し、併せて公表するのも一つの方法であろう。 

なお、図表５は、図表４で示した信用金庫の取組みとＳＤＧｓとの対応をすべて表に

反映させているが、この場合、例えば「地域経済」では全 17 ゴール中、12 も網羅して

しまっているため、かえってＳＤＧｓのどの項目を重視しているかが金庫内外に対して

伝わりづらくなってしまう恐れがある。この場合は、自金庫や地域にとって特に重要な

                         
6 企業の取組みをどう分類するかについては、業種特性などによって異なるため、一概には言えない。例えば笹谷（2019）は、Ｉ

ＳＯ26000 を参考としながら、一般企業を例にとり、取組みを「ＥＳＧ（環境、社会、ガバナンス）」の３つで分類する手段を提

唱している。本稿では、信用金庫の地域金融機関としての特性を考慮し、笹谷の３分類に「経済」と「人材」を追加するととも

に、「経済、社会、環境」の冒頭に「地域」を付した。 
7 ＳＤＧｓに該当する行為を実際には行っていないのに行ったと偽ったり、針小棒大にアピールしたりする行為などを指す。「Ｓ

ＤＧｓウォッシュ」を行ったと世間から判定されると、その組織の信頼は著しく下落する。 
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項目（例えば、「ゴール８ 働きがいも経済成長も」やゴール９「産業と技術革新の基

盤をつくろう」など）のみ抽出し、その他の項目を削除することが有効である。ここで

抽出される重要項目のことを「マテリアリティ」と呼ぶ。マテリアリティを設定するこ

とは、ＳＤＧｓに取り組んでいくうえで有効である。 

 

Ｑ６．「ＳＤＧｓ宣言」をしたものの、その後の進展がない。今後、どう発展させてい

けばよい？ 

Ａ６： 

ＳＤＧｓ宣言をすることは大切ではあるが、それだけではほかの金融機関と差別化す

ることは難しい。最終的には、ＳＤＧｓが取り上げている目標に応じて、既存商品・サ

ービスのさらなる進化を目指すこと、また、新商品・サービスにつなげることが求めら

れる。特に、ＳＤＧｓは、目標達成のために企業が革新的な取組みを行うことを期待し

ている。ＳＤＧｓの 17 のゴールと 169 のターゲットのうち、特にターゲットの部分を

もう一度見直し、ターゲットの達成にどうすれば貢献するかを各主体で考えることが重

要である。 

具体的な方法の１つとして、「高い目標を最初に置いて、手段は後から考える」こと

が挙げられる。本来、ＳＤＧｓを進めるにあたっては、現在の経営資源や社会状況を前

提に将来の目標を設定するやり方（フォアキャスティング）ではなく、将来ありたい姿

（図表５）信用金庫の取組みとＳＤＧｓとの対応表（簡易版・一例） 

 

 
（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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を踏まえて最初に高い目標を設定し、どうすればそのありたい姿を達成できるか試行錯

誤するやり方（バックキャスティング）が望ましいとされている。例えば、人口や企業

数が減少している地域であるならば、「人口や企業数の減少速度を年〇％に落とす（も

しくはゼロにする）」などの高い目標を最初に置いたうえで、目標の達成に向かって、

人口流入、雇用創出といった地域創生や、創業支援、事業承継支援といった中小企業支

援に取り組んでいくことが挙げられよう。もちろん、こうした目標を達成するには１つ

の信用金庫の力だけでは不十分であり、他の金融機関や地方公共団体、大学などの研究

機関など、問題意識や目標を同じくする組織との連携が必要となろう。ＳＤＧｓは、こ

れらの連携の核となるものである。連携を実のあるものにするためにも、Ａ１～Ａ５－

４で述べたような事柄を理解し、取り組んでいくことが必要となろう。 

 

おわりに 

本稿では、これからＳＤＧｓへの取組みを本格化する信用金庫や、ＳＤＧｓ宣言を行

うなど取組みは始めたものの、その後の展開をどう進めればよいか試行錯誤している信

用金庫を対象とし、Ｑ＆Ａ形式でＳＤＧｓに関する解説を行った。繰り返しになるが、

ＳＤＧｓについて理解を深めるためには、17 の目標だけを読むのではなく、169 項目の

ターゲットに目を通すことを勧めたい。ターゲットを読むことで、ＳＤＧｓが持続可能

で多様性と包摂性のある「誰一人取り残さない（No one will be left behind）」社会

の実現を目指していることが理解できるであろう。 

本稿で記載したとおり、ＳＤＧｓという概念は、決して目新しい概念ではなく、むし

ろ信用金庫のこれまでの取組みを再定義するものといえる。また、ＳＤＧｓの取組みを

進めるためには、一般の職員にまで浸透することが不可欠である。本稿が、信用金庫役

職員の間でＳＤＧｓに対する理解者を少しでも増やすことにつながれば幸いである。 

                                   以 上 

                            （品田 雄志） 

 

付論：図表４「信用金庫の取組みとＳＤＧｓとの対応表（一例）」についての解説 

付論では、「Ｑ５－３．自社の事業とＳＤＧｓのマッピングの方法は？」の中に掲

載されている「（図表４）信用金庫の取組みとＳＤＧｓとの対応表（一例）」につい

て解説する。本論の繰り返しになるが、信用金庫の取組みとＳＤＧｓとの対応につい

て統一的な解があるわけではない。各信用金庫は、自金庫の取組みがＳＤＧｓのどの

項目に該当するかについて、実情に応じて各自で解釈することが求められる。各信用

金庫が取組みとＳＤＧｓとの関連性について考えていく中で、この付論が参考になれ

ば幸いである。 

まず、５つの分類（地域経済、地域社会、地域環境、人材、ガバナンス）である

が、信用金庫の収益と最も直結している預貸金と関連の深い業務は「地域経済」と
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し、収益には必ずしも直結しないものの地域の金融機関として重要な取組みを「地域

社会」とした。ただし、「地域社会」に関する取組みでも環境に関連する事柄につい

ては別建てにし、「地域環境」とした。「人材」については人材育成と人事の公平性

の観点から、「ガバナンス」についてはコンプライアンスを含む、信用金庫に求めら

れる業務について列挙した。 

以下、項目別に信用金庫の取組みとＳＤＧｓの項目との関連性について、筆者の解

釈をまとめる8。 

 

（１）地域経済 

中小企業への円滑な資金供給は、「ターゲット 8.1 一人当たり経済成長率を持続さ

せる」「8.2 多様性、技術向上及びイノベーションを通じた高いレベルの経済生産性

を達成する」「8.3 金融サービスへのアクセス改善などを通じて中小零細企業の設立

や成長を奨励する」「8.10 国内の金融機関の能力を強化し、全ての人々の銀行取

引、保険及び金融サービスへのアクセスを促進・拡大する」「9.2 雇用及びＧＤＰに

占める産業セクターの割合を大幅に増加させる」「9.3 小規模の製造業その他の企業

の、安価な資金貸付などの金融サービスへのアクセスを拡大する」にそれぞれ該当す

ると解釈できる。創業融資や後継者教育などに注力していれば「4.4 人間らしい仕事

及び企業に必要な技能を備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる」に該当する

し、女性経営者向け支援を行っていれば「5.5 女性の参画及び平等なリーダーシップ

への機会を確保する」に該当するであろう。販路拡大支援や中小企業景況調査などに

ついては、信金中央金庫を含む信用金庫業界内でのパートナーシップに関連している

ことから、「17.17 様々なパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な

公的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する」も該当すると考えられ

る。 

中小企業向け融資の中でも、農林漁業、省エネ、観光関連産業向け融資について

は、ＳＤＧｓ内の他のターゲットに該当しよう。具体的には、「2.3 小規模食糧生産

者の農業生産性及び所得を倍増させる」「7.1 安価かつ信頼できる現代的エネルギー

サービスへの普遍的アクセスを確保する」「7.2 再生可能エネルギーの割合を大幅に

拡大させる」「7.3 世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる」「8.9 雇用

創出、地方の文化振興・産品販促につながる持続可能な観光業を促進するための施策

を立案し実施する」である。また、具体的なターゲットとの関連性は乏しいものの、

「ゴール 14 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用

する」「ゴール 15 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森

林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失

                         
8 ターゲットについては、一部省略して記載していることがある。また、一度紹介したターゲットについては、その後の記載は省

略する。 
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を阻止する」とも関連していよう。 

個人への円滑な資金供給について、住宅ローンは「11.1 適切、安全かつ安価な住

宅及び基本的サービスへのアクセスを確保」「11.3 包摂的かつ持続可能な都市化を

促進」との関連性が深く、教育ローンは「4.3 すべての人々が男女の区別なく、手の

届く質の高い技術教育・職業教育及び大学を含む高等教育への平等なアクセスを得ら

れるようにする」「4.4（略）」「4.5 脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に

平等にアクセスできるようにする」に該当すると考えられる。 

預金等金融商品および決済サービスの提供について、信用金庫は低所得者層を含

む、広く国民一般に対して預金・決済サービスを提供していることを踏まえれば、

「8.10（略）」「9.1 すべての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展

と人間の福祉を支援」「10.2 年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、あるい

は経済的地域その他の状況にかかわりなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済

的及び政治的な包摂を促進する」「11.3（略）」に該当しよう。また、保険商品の販

売を通じた健康リスクへの対応や、投資信託の販売を通じた老後資産形成の支援は、

「ゴール１ あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」「3.8 全ての人々に

対する財政リスクからの保護（中略）、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ9を達成す

る」に間接的に貢献しているといえよう。 

 

（２）地域社会 

「地域社会」について信用金庫が果たしている役割は幅広く、網羅することは困難

であるため、代表的なものを列挙する。まず金融包摂は、「1.4 貧困層及び脆弱層を

はじめ、全ての男性および女性がマイクロファイナンスを含む金融サービスに加え、

経済的資源についても平等な権利を持つことができるように確保する」「10.2

（略）」に該当する。関連して、高齢者や障がい者の顧客への対応は、「1.4（略）」

「9.1（略）」「10.2（略）」「11.1（略）」「11.3（略）」に該当しよう。 

次に、ＢＣＰ（事業継続計画）の策定支援など、災害に強い街づくりへの協力につ

いては、「1.5 貧困層や脆弱な状況にある人々の強靭性（レジリエンス）を構築し

（中略）災害への暴露や脆弱性を軽減する」「11.5 災害による死者や被災者数を大

幅に削減し、世界のＧＤＰ比での直接的経済損失を大幅に減らす」「13.1 気候関連

災害や自然災害に対する強靭性（レジリエンス）及び適応の能力を強化する」に該当

すると考えられる。金融教育については、具体的なターゲットとの関連性は乏しいも

のの、「ゴール４ 全ての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の

機会を促進する」との関連が深い。産学連携については、「4.3（略）」に加えて

「4.7 全ての学習者が、持続可能な開発を促進するために必要な知識及び技能を習得

                         
9 「すべての人が、適切な健康増進、予防、治療、機能回復に関するサービスを、支払い可能な費用で受けられる」ことを意味

し、すべての人が経済的な困難を伴うことなく保健医療サービスを享受することを目指すものである（国際協力機構ＨＰより）。 
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できるようにする」との関連が深く、また、パートナーシップのターゲットである

「17.17（略）」を満たす。地域行事への参加については、「11.a 経済、社会、環境

面における都市部、都市周辺部および農村部間の良好なつながりを支援する」「17.17

（略）」に該当しよう。 

 

（３）地域環境 

信用金庫が地域と連携して行っている様々な環境活動は、ＳＤＧｓの中の多くのゴ

ールやターゲットに該当しうる。具体的には、「ゴール６ すべての人々の水と衛生

の利用可能性と持続可能な管理を確保する」「ゴール 12 持続可能な生産消費形態を

確保する」「ゴール 13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる」

「ゴール 14（略）」「ゴール 15（略）」「17.17（略）」などが挙げられる。 

省エネ・廃棄物削減・紙使用量の節約等については、「ゴール６（略）」のほか、

「7.3（略）」「11.6 都市の１人当たりの環境上の悪影響を軽減する」「12.2 天然

資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する」「12.4 化学物質や廃棄物の大

気、水、土壌への放出を大幅に削減する」「12.5 廃棄物の発生防止、削減、再生利

用及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する」「15.2 森林減少を阻止」

「15.3 砂漠化に対処し（中略）劣化した土地と土壌を回復」「15.4 持続可能な開

発に不可欠な便益をもたらす産地生態系の能力を強化」などに該当しうる。また、地

元の清掃活動といった地道な活動も、ＳＤＧｓの基準に照らせば、「12.5（略）」

「14.1 あらゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に削減する」「17.17（略）」などに

該当しよう。 

 

（４）人材 

「人材」について、働き方改革への取組みは、「ゴール３ あらゆる年齢のすべて

の人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する」「4.4（略）」「8.5 若者や障が

い者を含むすべての男性および女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人

間らしい仕事、ならびに同一労働同一賃金を達成する」に該当しよう。女性活躍の推

進は、「ゴール３（略）」「5.5（略）」「8.5（略）」「10.2（略）」に、高齢者・

障がい者雇用は「8.5（略）」「10.2（略）」「10.3 差別的な法律、政策及び慣行の

撤廃、並びに適切な関連法規、政策、行動の促進などを通じて、機会均等を確保し、

成果の不平等を是正する。」に該当しうる。 

 

（５）ガバナンス 

マネー・ローンダリングおよびテロ資金対策は、「16.1 全ての形態の暴力及び暴

力に関連する死亡率を大幅に減少させる」「16.3 法の支配を促進し、全ての人々に

司法への平等なアクセスを提供する」「16.4 違法な資金及び武器の取引を大幅に減
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少させ、奪われた財産の回復及び返還を強化し、あらゆる形態の組織犯罪を根絶す

る」「16.5 あらゆる形態の汚職や贈賄を大幅に減少させる」など、ゴール 16 との関

わりが深い。特殊詐欺対策は、「8.10（略）」や「16.4（略）」に該当すると考えら

れる。ＳＤＧｓにかかる定期的な公表は、「12.6 持続可能性に関する情報を定期報

告に盛り込むよう奨励する」に該当する。 
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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の目標とターゲットの一覧 
 

以下では、SDGs の 17 の目標と 169 のターゲットについて、総務省が作成した仮訳

を掲載する。自社の取組みとＳＤＧｓを紐付けする際などに活用されたい。また、各タ

ーゲットについては、環境省資料を参考に重要なキーワードをゴシックで示した。ター

ゲットすべてに目を通すのは困難であるかもしれないが、キーワード部分の流し読みだ

けでもしてみてほしい。 

なお、後半部分が数字となっているターゲット（1.1 や 1.2）は、各ターゲットの具体

的な達成目標（例：貧困を終わらせる、平等な権利を確保する）を示しており、後半部

分がアルファベットとなっているターゲット（1.a や 1.b）は、課題の達成に向けた手段

（例：資源の動員を確保する、適切な政策的枠組みを構築する）を示している。 

 

 

 

        

 

       

No. ターゲット 

1.1 
2030 年までに、現在１日 1.25 ドル未満で生活する人々と定義されている極度の貧

困をあらゆる場所で終わらせる。  

1.2 
2030 年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困状態にある、全ての年齢の男

性、女性、子供の割合を半減させる。  

1.3 
各国において最低限の基準を含む適切な社会保護制度及び対策を実施し、2030 年ま

でに貧困層及び脆弱層に対し十分な保護を達成する。  

1.4 

2030 年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、全ての男性及び女性が、基礎的サービ

スへのアクセス、土地及びその他の形態の財産に対する所有権と管理権限、相続財

産、天然資源、適切な新技術、マイクロファイナンスを含む金融サービスに加え、

経済的資源についても平等な権利を持つことができるように確保する。  

1.5 

2030 年までに、貧困層や脆弱な状況にある人々の強靱性（レジリエンス）を構築

し、気候変動に関連する極端な気象現象やその他の経済、社会、環境的ショックや

災害に暴露や脆弱性を軽減する。  

1.a 

あらゆる次元での貧困を終わらせるための計画や政策を実施するべく、後発開発途

上国をはじめとする開発途上国に対して適切かつ予測可能な手段を講じるため、開

発協力の強化などを通じて、さまざまな供給源からの相当量の資源の動員を確保す

る。  

1.b 

貧困撲滅のための行動への投資拡大を支援するため、国、地域及び国際レベルで、

貧困層やジェンダーに配慮した開発戦略に基づいた適正な政策的枠組みを構築す

る。  

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 
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No. ターゲット 

2.1 
2030 年までに、飢餓を撲滅し、全ての人々、特に貧困層及び幼児を含む脆弱な立場

にある人々が一年中安全かつ栄養のある食料を十分得られるようにする。  

2.2 

５歳未満の子供の発育阻害や消耗性疾患について国際的に合意されたターゲットを

2025 年までに達成するなど、2030 年までにあらゆる形態の栄養不良を解消し、若年

女子、妊婦・授乳婦及び高齢者の栄養ニーズへの対処を行う。  

2.3 

2030 年までに、土地、その他の生産資源や、投入財、知識、金融サービス、市場及

び高付加価値化や非農業雇用の機会への確実かつ平等なアクセスの確保などを通じ

て、女性、先住民、家族農家、牧畜民及び漁業者をはじめとする小規模食料生産者

の農業生産性及び所得を倍増させる。  

2.4 

2030 年までに、生産性を向上させ、生産量を増やし、生態系を維持し、気候変動や

極端な気象現象、干ばつ、洪水及びその他の災害に対する適応能力を向上させ、漸

進的に土地と土壌の質を改善させるような、持続可能な食料生産システムを確保

し、強靭（レジリエント）な農業を実践する。  

2.5 

2020 年までに、国、地域及び国際レベルで適正に管理及び多様化された種子・植物

バンクなども通じて、種子、栽培植物、飼育・家畜化された動物及びこれらの近縁

野生種の遺伝的多様性を維持し、国際的合意に基づき、遺伝資源及びこれに関連す

る伝統的な知識へのアクセス及びその利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分を

促進する。  

2.a 

開発途上国、特に後発開発途上国における農業生産能力向上のために、国際協力の

強化などを通じて、農村インフラ、農業研究・普及サービス、技術開発及び植物・

家畜のジーン・バンクへの投資の拡大を図る。  

2.b 

ドーハ開発ラウンドのマンデートに従い、全ての農産物輸出補助金及び同等の効果

を持つ全ての輸出措置の同時撤廃などを通じて、世界の市場における貿易制限や歪

みを是正及び防止する。  

2.c 

食料価格の極端な変動に歯止めをかけるため、食料市場及びデリバティブ市場の適

正な機能を確保するための措置を講じ、食料備蓄などの市場情報への適時のアクセ

スを容易にする。  

 

  

飢餓を終わらせ、食糧安全保障及び栄養改善を 

実現し、持続可能な農業を促進する 
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No. ターゲット 

3.1 2030 年までに、世界の妊産婦の死亡率を出生 10 万人当たり 70人未満に削減する。  

3.2 

全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生 1,000 件中 12 件以下まで減らし、５歳以

下死亡率を少なくとも出生 1,000 件中 25件以下まで減らすことを目指し、 2030 年

までに、新生児及び５歳未満児の予防可能な死亡を根絶する。  

3.3 
2030 年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられない熱帯病といった伝染病を

根絶するとともに肝炎、水系感染症及びその他の感染症に対処する。  

3.4 
2030 年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を通じて３分の１減

少させ、精神保健及び福祉を促進する。  

3.5 薬物乱用やアルコールの有害な摂取を含む、物質乱用の防止・治療を強化する。  

3.6 2020 年までに、世界の道路交通事故による死傷者を半減させる。  

3.7 

2030 年までに、家族計画、情報・教育及び性と生殖に関する健康の国家戦略・計画

への組み入れを含む、性と生殖に関する保健サービスを全ての人々が利用できるよ

うにする。  

3.8 

全ての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な保健サービスへのア

クセス及び安全で効果的かつ質が高く安価な必須医薬品とワクチンへのアクセスを

含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成する。  

3.9 
2030 年までに、有害化学物質、並びに大気、水質及び土壌の汚染による死亡及び疾

病の件数を大幅に減少させる。  

3.a 
全ての国々において、たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約の実施を適宜強

化する。  

3.b 

主に開発途上国に影響を及ぼす感染性及び非感染性疾患のワクチン及び医薬品の研

究開発を支援する。また、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS 協定）

及び公衆の健康に関するドーハ宣言に従い、安価な必須医薬品及びワクチンへのア

クセスを提供する。同宣言は公衆衛生保護及び、特に全ての人々への医薬品のアク

セス提供にかかわる「知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS 協定）」の

柔軟性に関する規定を最大限に行使する開発途上国の権利を確約したものである。  

3.c 
開発途上国、特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上国において保健財政及び保健

人材の採用、能力開発・訓練及び定着を大幅に拡大させる。  

3.d 
全ての国々、特に開発途上国の国家・世界規模な健康危険因子の早期警告、危険因

子緩和及び危険因子管理のための能力を強化する。  

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を

確保し、福祉を促進する 
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No. ターゲット 

4.1 
2030 年までに、全ての子供が男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたら

す、無償かつ公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。  

4.2 
2030 年までに、全ての子供が男女の区別なく、質の高い乳幼児の発達・ケア及び就

学前教育にアクセスすることにより、初等教育を受ける準備が整うようにする。  

4.3 
2030 年までに、全ての人々が男女の区別なく、手の届く質の高い技術教育・職業教

育及び大学を含む高等教育への平等なアクセスを得られるようにする。  

4.4 
2030 年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働きがいのある人間らしい仕事

及び起業に必要な技能を備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。  

4.5 

2030 年までに、教育におけるジェンダー格差を無くし、障害者、先住民及び脆弱な

立場にある子供など、脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセス

できるようにする。  

4.6 
2030 年までに、全ての若者及び大多数（男女ともに）の成人が、読み書き能力及び

基本的計算能力を身に付けられるようにする。  

4.7 

2030 年までに、持続可能な開発のための教育及び持続可能なライフスタイル、人

権、男女の平等、平和及び非暴力的文化の推進、グローバル・シチズンシップ、文

化多様性と文化の持続可能な開発への貢献の理解の教育を通して、全ての学習者

が、持続可能な開発を促進するために必要な知識及び技能を習得できるようにす

る。  

4.a 
子供、障害及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、全ての人々に安全

で非暴力的、包摂的、効果的な学習環境を提供できるようにする。  

4.b 

2020 年までに、開発途上国、特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上国、並びにア

フリカ諸国を対象とした、職業訓練、情報通信技術（ICT）、技術・工学・科学プロ

グラムなど、先進国及びその他の開発途上国における高等教育の奨学金の件数を全

世界で大幅に増加させる。  

4.c 
2030 年までに、開発途上国、特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上国における教

員研修のための国際協力などを通じて、質の高い教員の数を大幅に増加させる。  

 

  

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を

確保し、生涯学習の機会を促進する 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

5.1 
あらゆる場所における全ての女性及び女児に対するあらゆる形態の差別を撤廃す

る。  

5.2 
人身売買や性的、その他の種類の搾取など、全ての女性及び女児に対する、公

共・私的空間におけるあらゆる形態の暴力を排除する。  

5.3 
未成年者の結婚、早期結婚、強制結婚及び女性器切除など、あらゆる有害な慣行

を撤廃する。  

5.4 

公共のサービス、インフラ及び社会保障政策の提供、並びに各国の状況に応じた

世帯・家族内における責任分担を通じて、無報酬の育児・介護や家事労働を認

識・評価する。  

5.5 
政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において、完全かつ効果的

な女性の参画及び平等なリーダーシップの機会を確保する。  

5.6 

国際人口・開発会議（ICPD）の行動計画及び北京行動綱領、並びにこれらの検証

会議の成果文書に従い、性と生殖に関する健康及び権利への普遍的アクセスを確

保する。  

5.a 

女性に対し、経済的資源に対する同等の権利、並びに各国法に従い、オーナーシ

ップ及び土地その他の財産、金融サービス、相続財産、天然資源に対するアクセ

スを与えるための改革に着手する。  

5.b 女性の能力強化促進のため、ICT をはじめとする実現技術の活用を強化する。  

5.c 
ジェンダー平等の促進、並びに全ての女性及び女子のあらゆるレベルでの能力強

化のための適正な政策及び拘束力のある法規を導入・強化する。  

 

  

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児

の能力強化を行う 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

6.1 
2030 年までに、全ての人々の、安全で安価な飲料水の普遍的かつ衡平なアクセス

を達成する。  

6.2 

2030 年までに、全ての人々の、適切かつ平等な下水施設・衛生施設へのアクセス

を達成し、野外での排泄をなくす。女性及び女児、並びに脆弱な立場にある人々

のニーズに特に注意を払う。  

6.3 

2030 年までに、汚染の減少、投棄の廃絶と有害な化学物・物質の放出の最小化、

未処理の排水の割合半減及び再生利用と安全な再利用の世界的規模で大幅に増加

させることにより、水質を改善する。  

6.4 

2030 年までに、全セクターにおいて水利用の効率を大幅に改善し、淡水の持続可

能な採取及び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足に悩む人々の数を

大幅に減少させる。  

6.5 
2030 年までに、国境を越えた適切な協力を含む、あらゆるレベルでの統合水資源

管理を実施する。  

6.6 
2020 年までに、山地、森林、湿地、河川、帯水層、湖沼を含む水に関連する生態

系の保護・回復を行う。  

6.a 

2030 年までに、集水、海水淡水化、水の効率的利用、排水処理、リサイクル・再

利用技術を含む開発途上国における水と衛生分野での活動と計画を対象とした国

際協力と能力構築支援を拡大する。  

6.b 
水と衛生に関わる分野の管理向上における地域コミュニティの参加を支援・強化

する。  

 

  

すべての人々の水と衛生の利用可能性と 

持続可能な管理を確保する 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

7.1 
2030 年までに、安価かつ信頼できる現代的エネルギーサービスへの普遍的アクセス

を確保する。  

7.2 
2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合を大

幅に拡大させる。  

7.3 2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる。  

7.a 

2030 年までに、再生可能エネルギー、エネルギー効率及び先進的かつ環境負荷の低

い化石燃料技術などのクリーンエネルギーの研究及び技術へのアクセスを促進する

ための国際協力を強化し、エネルギー関連インフラとクリーンエネルギー技術への

投資を促進する。  

7.b 

2030 年までに、各々の支援プログラムに沿って開発途上国、特に後発開発途上国及

び小島嶼開発途上国、内陸開発途上国の全ての人々に現代的で持続可能なエネルギ

ーサービスを供給できるよう、インフラ拡大と技術向上を行う。  

  

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な

近代的エネルギーへのアクセスを確保する 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

8.1 
各国の状況に応じて、一人当たり経済成長率を持続させる。特に後発開発途上国は

少なくとも年率７%の成長率を保つ。  

8.2 
高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置くことなどにより、多様化、

技術向上及びイノベーションを通じた高いレベルの経済生産性を達成する。  

8.3 

生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベーションを支援する開発重視

型の政策を促進するとともに、金融サービスへのアクセス改善などを通じて中小零

細企業の設立や成長を奨励する。  

8.4 

2030 年までに、世界の消費と生産における資源効率を漸進的に改善させ、先進国主

導の下、持続可能な消費と生産に関する 10 年計画枠組みに従い、経済成長と環境

悪化の分断を図る。  

8.5 
2030 年までに、若者や障害者を含む全ての男性及び女性の、完全かつ生産的な雇用

及び働きがいのある人間らしい仕事、並びに同一労働同一賃金を達成する。  

8.6 
2020 年までに、就労、就学及び職業訓練のいずれも行っていない若者の割合を大幅

に減らす。  

8.7 

強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊急かつ効果的な措

置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び撲滅を確保する。2025 年までに児童兵

士の募集と使用を含むあらゆる形態の児童労働を撲滅する。  

8.8 
移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働者など、全ての

労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。  

8.9 
2030 年までに、雇用創出、地方の文化振興・産品販促につながる持続可能な観光業

を促進するための政策を立案し実施する。  

8.10 
国内の金融機関の能力を強化し、全ての人々の銀行取引、保険及び金融サービスへ

のアクセスを促進・拡大する。  

8.a 

後発開発途上国への貿易関連技術支援のための拡大統合フレームワーク（EIF）な

どを通じた支援を含む、開発途上国、特に後発開発途上国に対する貿易のための援

助を拡大する。  

8.b 
2020 年までに、若年雇用のための世界的戦略及び国際労働機関（ILO）の仕事に関

する世界協定の実施を展開・運用化する。  

  

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての

人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある

人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進

する 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

9.1 

全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支援す

るために、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レ

ジリエント）なインフラを開発する。  

9.2 

包摂的かつ持続可能な産業化を促進し、2030 年までに各国の状況に応じて雇用及び

GDP に占める産業セクターの割合を大幅に増加させる。後発開発途上国については

同割合を倍増させる。  

9.3 
特に開発途上国における小規模の製造業その他の企業の、安価な資金貸付などの金

融サービスやバリューチェーン及び市場への統合へのアクセスを拡大する。  

9.4 

2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配慮した技術・産業

プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能性を向上さ

せる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を行う。  

9.5 

2030 年までにイノベーションを促進させることや 100 万人当たりの研究開発従事者

数を大幅に増加させ、また官民研究開発の支出を拡大させるなど、開発途上国をは

じめとする全ての国々の産業セクターにおける科学研究を促進し、技術能力を向上

させる。  

9.a 

アフリカ諸国、後発開発途上国、内陸開発途上国及び小島嶼開発途上国への金融・

テクノロジー・技術の支援強化を通じて、開発途上国における持続可能かつ強靱

（レジリエント）なインフラ開発を促進する。  

9.b 
産業の多様化や商品への付加価値創造などに資する政策環境の確保などを通じて、

開発途上国の国内における技術開発、研究及びイノベーションを支援する。  

9.c 
後発開発途上国において情報通信技術へのアクセスを大幅に向上させ、2020 年まで

に普遍的かつ安価なインターネットアクセスを提供できるよう図る。  

 

  

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ

持続可能な産業化の促進及びイノベーションの 

推進を図る 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

10.1 
2030 年までに、各国の所得下位 40%の所得成長率について、国内平均を上回る数値

を漸進的に達成し、持続させる。  

10.2 

2030 年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地位

その他の状況に関わりなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的

な包含を促進する。  

10.3 
差別的な法律、政策及び慣行の撤廃、並びに適切な関連法規、政策、行動の促進な

どを通じて、機会均等を確保し、成果の不平等を是正する。  

10.4 
税制、賃金、社会保障政策をはじめとする政策を導入し、平等の拡大を漸進的に達

成する。  

10.5 
世界金融市場と金融機関に対する規制とモニタリングを改善し、こうした規制の実

施を強化する。  

10.6 

地球規模の国際経済・金融制度の意思決定における開発途上国の参加や発言力を拡

大させることにより、より効果的で信用力があり、説明責任のある正当な制度を実

現する。  

10.7 
計画に基づき良く管理された移民政策の実施などを通じて、秩序のとれた、安全で

規則的かつ責任ある移住や流動性を促進する。  

10.a 
世界貿易機関（WTO）協定に従い、開発途上国、特に後発開発途上国に対する特別か

つ異なる待遇の原則を実施する。  

10.b 

各国の国家計画やプログラムに従って、後発開発途上国、アフリカ諸国、小島嶼開

発途上国及び内陸開発途上国を始めとする、ニーズが最も大きい国々への、政府開

発援助（ODA）及び海外直接投資を含む資金の流入を促進する。  

10.c 
2030 年までに、移住労働者による送金コストを３%未満に引き下げ、コストが 5%を

越える送金経路を撤廃する。  

 

  

各国内及び各国間の不平等を是正する 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

11.1 
2030 年までに、全ての人々の、適切、安全かつ安価な住宅及び基本的サービスへの

アクセスを確保し、スラムを改善する。  

11.2 

2030 年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子供、障害者及び高齢者のニーズに

特に配慮し、公共交通機関の拡大などを通じた交通の安全性改善により、全ての

人々に、安全かつ安価で容易に利用できる、持続可能な輸送システムへのアクセス

を提供する。  

11.3 
2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、全ての国々の参加型、包摂

的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。  

11.4 世界の文化遺産及び自然遺産の保護・保全の努力を強化する。  

11.5 

2030 年までに、貧困層及び脆弱な立場にある人々の保護に焦点をあてながら、水関

連災害などの災害による死者や被災者数を大幅に削減し、世界の国内総生産比で直

接的経済損失を大幅に減らす。  

11.6 
2030 年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理に特別な注意を払う

ことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上の悪影響を軽減する。  

11.7 
2030 年までに、女性、子供、高齢者及び障害者を含め、人々に安全で包摂的かつ利

用が容易な緑地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。  

11.a 
各国・地域規模の開発計画の強化を通じて、経済、社会、環境面における都市部、

都市周辺部及び農村部間の良好なつながりを支援する。  

11.b 

2020 年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、災害に対する強靱さ（レ

ジリエンス）を目指す総合的政策及び計画を導入・実施した都市及び人間居住地の

件数を大幅に増加させ、仙台防災枠組 2015-2030 に沿って、あらゆるレベルでの総

合的な災害リスク管理の策定と実施を行う。  

11.c 
財政的及び技術的な支援などを通じて、後発開発途上国における現地の資材を用い

た、持続可能かつ強靱（レジリエント）な建造物の整備を支援する。  

 

  

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で 

持続可能な都市及び人間居住を実現する 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

12.1 
開発途上国の開発状況や能力を勘案しつつ、持続可能な消費と生産に関する 10 年計

画枠組み（10YFP）を実施し、先進国主導の下、全ての国々が対策を講じる。  

12.2 2030 年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。  

12.3 
2030 年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減

させ、収穫後損失などの生産・サプライチェーンにおける食品ロスを減少させる。  

12.4 

2020 年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサイクルを通じ、環

境上適正な化学物質や全ての廃棄物の管理を実現し、人の健康や環境への悪影響を

最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出を大幅に削減する。  

12.5 
2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物の発

生を大幅に削減する。  

12.6 
特に大企業や多国籍企業などの企業に対し、持続可能な取り組みを導入し、持続可

能性に関する情報を定期報告に盛り込むよう奨励する。  

12.7 国内の政策や優先事項に従って持続可能な公共調達の慣行を促進する。  

12.8 
2030 年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調和した

ライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする。  

12.a 
開発途上国に対し、より持続可能な消費・生産形態の促進のための科学的・技術的

能力の強化を支援する。  

12.b 
雇用創出、地方の文化振興・産品販促につながる持続可能な観光業に対して持続可

能な開発がもたらす影響を測定する手法を開発・導入する。  

12.c 

開発途上国の特別なニーズや状況を十分考慮し、貧困層やコミュニティを保護する

形で開発に関する悪影響を最小限に留めつつ、税制改正や、有害な補助金が存在す

る場合はその環境への影響を考慮してその段階的廃止などを通じ、各国の状況に応

じて、市場のひずみを除去することで、浪費的な消費を奨励する、化石燃料に対す

る非効率な補助金を合理化する。  

 

  

持続可能な生産消費形態を確保する 
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No. ターゲット 

13.1 
全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）及

び適応の能力を強化する。  

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。  

13.3 
気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓発、人的能力及び

制度機能を改善する。  

13.a 

重要な緩和行動の実施とその実施における透明性確保に関する開発途上国のニーズ

に対応するため、2020 年までにあらゆる供給源から年間 1,000 億ドルを共同で動員

するという、UNFCCC（気候変動に関する国際連合枠組条約）の先進締約国によるコ

ミットメントを実施するとともに、可能な限り速やかに資本を投入して緑の気候基

金を本格始動させる。  

13.b 

後発開発途上国及び小島嶼開発途上国において、女性や青年、地方及び社会的に疎

外されたコミュニティに焦点を当てることを含め、気候変動関連の効果的な計画策

定と管理のための能力を向上するメカニズムを推進する。 

 

  

気候変動及びその影響を軽減するための 

緊急対策を講じる 
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No. ターゲット 

14.1 
2025 年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上活動による汚染など、あらゆ

る種類の海洋汚染を防止し、大幅に削減する。  

14.2 

2020 年までに、海洋及び沿岸の生態系に関する重大な悪影響を回避するため、強靱

性（レジリエンス）の強化などによる持続的な管理と保護を行い、健全で生産的な

海洋を実現するため、海洋及び沿岸の生態系の回復のための取組を行う。  

14.3 
あらゆるレベルでの科学的協力の促進などを通じて、海洋酸性化の影響を最小限化

し、対処する。  

14.4 

水産資源を、実現可能な最短期間で少なくとも各資源の生物学的特性によって定め

られる最大持続生産量のレベルまで回復させるため、2020 年までに、漁獲を効果的

に規制し、過剰漁業や違法・無報告・無規制（IUU）漁業及び破壊的な漁業慣行を終

了し、科学的な管理計画を実施する。  

14.5 
2020 年までに、国内法及び国際法に則り、最大限入手可能な科学情報に基づいて、

少なくとも沿岸域及び海域の 10 パーセントを保全する。  

14.6 

開発途上国及び後発開発途上国に対する適切かつ効果的な、特別かつ異なる待遇

が、世界貿易機関（WTO）漁業補助金交渉の不可分の要素であるべきことを認識した

上で、2020 年までに、過剰漁獲能力や過剰漁獲につながる漁業補助金を禁止し、違

法・無報告・無規制（IUU）漁業につながる補助金を撤廃し、同様の新たな補助金の

導入を抑制する。  

14.7 

2030 年までに、漁業、水産養殖及び観光の持続可能な管理などを通じ、小島嶼開発

途上国及び後発開発途上国の海洋資源の持続的な利用による経済的便益を増大させ

る。  

14.a 

海洋の健全性の改善と、開発途上国、特に小島嶼開発途上国および後発開発途上国

の開発における海洋生物多様性の寄与向上のために、海洋技術の移転に関するユネ

スコ政府間海洋学委員会の基準・ガイドラインを勘案しつつ、科学的知識の増進、

研究能力の向上、及び海洋技術の移転を行う。  

14.b 小規模・沿岸零細漁業者に対し、海洋資源及び市場へのアクセスを提供する。  

14.c 

「我々の求める未来」のパラ 158 において想起されるとおり、海洋及び海洋資源の

保全及び持続可能な利用のための法的枠組みを規定する海洋法に関する国際連合条

約（UNCLOS）に反映されている国際法を実施することにより、海洋及び海洋資源の

保全及び持続可能な利用を強化する。  

 

  

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、

持続可能な形で利用する 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

15.1 

2020 年までに、国際協定の下での義務に則って、森林、湿地、山地及び乾燥地を

はじめとする陸域生態系と内陸淡水生態系及びそれらのサービスの保全、回復及び

持続可能な利用を確保する。  

15.2 

2020 年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経営の実施を促進し、森林減少

を阻止し、劣化した森林を回復し、世界全体で新規植林及び再植林を大幅に増加さ

せる。  

15.3 
2030 年までに、砂漠化に対処し、砂漠化、干ばつ及び洪水の影響を受けた土地な

どの劣化した土地と土壌を回復し、土地劣化に荷担しない世界の達成に尽力する。  

15.4 
2030 年までに持続可能な開発に不可欠な便益をもたらす山地生態系の能力を強化

するため、生物多様性を含む山地生態系の保全を確実に行う。  

15.5 
自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020 年までに絶滅危惧

種を保護し、また絶滅防止するための緊急かつ意味のある対策を講じる。  

15.6 
国際合意に基づき、遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分を推進す

るとともに、遺伝資源への適切なアクセスを推進する。  

15.7 
保護の対象となっている動植物種の密猟及び違法取引を撲滅するための緊急対策を

講じるとともに、違法な野生生物製品の需要と供給の両面に対処する。  

15.8 

2020 年までに、外来種の侵入を防止するとともに、これらの種による陸域・海洋

生態系への影響を大幅に減少させるための対策を導入し、さらに優先種の駆除また

は根絶を行う。  

15.9 
2020 年までに、生態系と生物多様性の価値を、国や地方の計画策定、開発プロセ

ス及び貧困削減のための戦略及び会計に組み込む。  

15.a 
生物多様性と生態系の保全と持続的な利用のために、あらゆる資金源からの資金の

動員及び大幅な増額を行う。  

15.b 

保全や再植林を含む持続可能な森林経営を推進するため、あらゆるレベルのあらゆ

る供給源から、持続可能な森林経営のための資金の調達と開発途上国への十分なイ

ンセンティブ付与のための相当量の資源を動員する。  

15.c 
持続的な生計機会を追求するために地域コミュニティの能力向上を図る等、保護種

の密猟及び違法な取引に対処するための努力に対する世界的な支援を強化する。  

 

  

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、

持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならび

に土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失

を回避する 
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No. ターゲット 

16.1 
あらゆる場所において、全ての形態の暴力及び暴力に関連する死亡率を大幅に減

少させる。  

16.2 子供に対する虐待、搾取、取引及びあらゆる形態の暴力及び拷問を撲滅する。  

16.3 
国家及び国際的なレベルでの法の支配を促進し、全ての人々に司法への平等なア

クセスを提供する。  

16.4 
2030 年までに、違法な資金及び武器の取引を大幅に減少させ、奪われた財産の回

復及び返還を強化し、あらゆる形態の組織犯罪を根絶する。  

16.5 あらゆる形態の汚職や贈賄を大幅に減少させる。  

16.6 
あらゆるレベルにおいて、有効で説明責任のある透明性の高い公共機関を発展さ

せる。  

16.7 
あらゆるレベルにおいて、対応的、包摂的、参加型及び代表的な意思決定を確保

する。  

16.8 グローバル・ガバナンス機関への開発途上国の参加を拡大・強化する。  

16.9 2030 年までに、全ての人々に出生登録を含む法的な身分証明を提供する。  

16.10 
国内法規及び国際協定に従い、情報への公共アクセスを確保し、基本的自由を保

障する。  

16.a 
特に開発途上国において、暴力の防止とテロリズム・犯罪の撲滅に関するあらゆ

るレベルでの能力構築のため、国際協力などを通じて関連国家機関を強化する。  

16.b 持続可能な開発のための非差別的な法規及び政策を推進し、実施する。  

 

  

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を

促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供

し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任の

ある包摂的な制度を構築する 
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金融調査情報 ２０２０－１１    ２０２０．５．２５ 

 

 

 

 

 

No. ターゲット 

17.1 
課税及び徴税能力の向上のため、開発途上国への国際的な支援なども通じて、国内

資源の動員を強化する。  

17.2 

先進国は、開発途上国に対する ODA を GNI 比 0.7%に、後発開発途上国に対する ODA

を GNI 比 0.15～0.20%にするという目標を達成するとの多くの国によるコミットメン

トを含む ODA に係るコミットメントを完全に実施する。ODA 供与国が、少なくとも

GNI 比 0.20%の ODA を後発開発途上国に供与するという目標の設定を検討することを

奨励する。  

17.3 複数の財源から、開発途上国のための追加的資金源を動員する。  

17.4 

必要に応じた負債による資金調達、債務救済及び債務再編の促進を目的とした協調

的な政策により、開発途上国の長期的な債務の持続可能性の実現を支援し、重債務

貧困国（HIPC）の対外債務への対応により債務リスクを軽減する。  

17.5 後発開発途上国のための投資促進枠組みを導入及び実施する。  

17.6 

科学技術イノベーション（STI）及びこれらへのアクセスに関する南北協力、南南協

力及び地域的・国際的な三角協力を向上させる。また、国連レベルをはじめとする

既存のメカニズム間の調整改善や、全世界的な技術促進メカニズムなどを通じて、

相互に合意した条件において知識共有を進める。  

17.7 
開発途上国に対し、譲許的・特恵的条件などの相互に合意した有利な条件の下で、

環境に配慮した技術の開発、移転、普及及び拡散を促進する。  

17.8 

2017 年までに、後発開発途上国のための技術バンク及び科学技術イノベーション能

力構築メカニズムを完全運用させ、情報通信技術（ICT）をはじめとする実現技術の

利用を強化する。  

17.9 

全ての持続可能な開発目標を実施するための国家計画を支援するべく、南北協力、

南南協力及び三角協力などを通じて、開発途上国における効果的かつ的をしぼった

能力構築の実施に対する国際的な支援を強化する。  

17.10 
ドーハ・ラウンド（DDA）交渉の受諾を含む WTO の下での普遍的でルールに基づい

た、差別的でない、公平な多角的貿易体制を促進する。  

17.11 
開発途上国による輸出を大幅に増加させ、特に 2020 年までに世界の輸出に占める後

発開発途上国のシェアを倍増させる。  

持続可能な開発のための実施手段を強化し、 

グローバル・パートナーシップを活性化する 
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17.12 

後発開発途上国からの輸入に対する特恵的な原産地規則が透明で簡略的かつ市場ア

クセスの円滑化に寄与するものとなるようにすることを含む世界貿易機関（WTO）の

決定に矛盾しない形で、全ての後発開発途上国に対し、永続的な無税・無枠の市場

アクセスを適時実施する。  

17.13 
政策協調や政策の首尾一貫性などを通じて、世界的なマクロ経済の安定を促進す

る。  

17.14 持続可能な開発のための政策の一貫性を強化する。  

17.15 
貧困撲滅と持続可能な開発のための政策の確立・実施にあたっては、各国の政策空

間及びリーダーシップを尊重する。  

17.16 

全ての国々、特に開発途上国での持続可能な開発目標の達成を支援すべく、知識、

専門的知見、技術及び資金源を動員、共有するマルチステークホルダー・パートナ

ーシップによって補完しつつ、持続可能な開発のためのグローバル・パートナーシ

ップを強化する。  

17.17 
さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官民、

市民社会のパートナーシップを奨励・推進する。  

17.18 

2020 年までに、後発開発途上国及び小島嶼開発途上国を含む開発途上国に対する能

力構築支援を強化し、所得、性別、年齢、人種、民族、居住資格、障害、地理的位

置及びその他各国事情に関連する特性別の質が高く、タイムリーかつ信頼性のある

非集計型データの入手可能性を向上させる。  

17.19 
2030 年までに、持続可能な開発の進捗状況を測る GDP 以外の尺度を開発する既存の

取組を更に前進させ、開発途上国における統計に関する能力構築を支援する。  
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【バックナンバーのご案内：金融調査情報】 

号 数 題   名 発行年月 

2020-1 
信用金庫の組織改革に向けて② 

-株式会社オリエントコーポレーションの「働き方改革」- 
2020 年 4 月 

2020-2 信用金庫の建設業向け貸出動向 2020 年 4 月 

2020-3 
信用金庫の事務合理化への取組み（その３） 

-経営戦略 27- 
2020 年 5 月 

2020-4 信用金庫の物件費削減への取組み -経営戦略 28- 2020 年 5 月 

2020-5 信用金庫の本部改革への取組み -経営戦略 29- 2020 年 5 月 

2020-6 信用金庫の会議改革への取組み -経営戦略 30- 2020 年 5 月 

2020-7 信用金庫の相続手続きの見直し動向 -経営戦略 31- 2020 年 5 月 

2020-8 
信用金庫の営業店職員のマルチタスク化動向 

-経営戦略 32- 
2020 年 5 月 

2020-9 信用金庫の営業店評価の見直し動向 -経営戦略 33- 2020 年 5 月 

2020-10 信用金庫の中期経営計画の策定動向 -経営戦略 34- 2020 年 5 月 

＊バックナンバーは信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページを参照ください。 
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信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 
（2020 年 4月実績） 

 

○レポート等の発行状況 

発行日 分     類 通巻 タ  イ  ト  ル 

20.4.2 ニュース＆トピックス 2020-1 
新型コロナウイルス感染拡大に伴う資金繰り支援－民間金融機
関でも制度融資を利用した実質的な「無利子融資」が可能に－ 

20.4.3 内外金利・為替見通し 2020-1 
日銀は３月会合で流動性供給、信用緩和を目的とした大幅な金
融緩和を決定 

20.4.7 金融調査情報 2020-1 
信用金庫の組織改革に向けて② 
－株式会社オリエントコーポレーションの「働き方改革」－ 

20.4.8 ニュース＆トピックス 2020-4 
中小企業向けＢＣＰである「事業継続力強化計画」について 
－必要性が強く意識されている事業継続力の強化に向けて－ 

20.4.10 金融調査情報 2020-2 信用金庫の建設業向け貸出動向 

20.4.13 ニュース＆トピックス 2020-5 
新型コロナウイルス終息後の景気回復の行方 
－サービス業がコロナ後の景気回復の足かせとなる可能性－ 

20.4.15 中小企業景況レポート 179 
1～3月期業況は急速に悪化、悪化幅はリーマンショック以来 
【特別調査：外国人・海外情勢と中小企業】 

20.4.20 ニュース＆トピックス 2020-6 
2019年度の全国信用金庫の預金・貸出金動向（速報） 
－預金1.2％増、貸出金1.0％増とともに鈍化－ 

20.4.20 ニュース＆トピックス 2020-7 
原油需要は当面、低迷が見込まれる 
－相場低迷が長引けば金融市場にも様々な影響－ 

20.4.21 ニュース＆トピックス 2020-8 
新型コロナウイルス感染拡大の影響により中小企業の業況は大
幅悪化－第179回全国中小企業景気動向調査より－ 

20.4.21 産業企業情報 2020-1 
中小企業景気動向調査からみた新型コロナウイルス感染拡大の
影響－調査員のコメントからわかる中小企業の現状－ 

20.4.28 ニュース＆トピックス 2020-9 
コロナ後の国内観光需要をどうみるか－全体としては緩やかに
回復。訪日外国人等へ依存する業種ではさらなる遅れも－ 

 

＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 

 


